
  

本年３月１１日、東北地方太平洋沖において、国内観測史上最大級の地震が

発生し、それに伴う津波により東北地方は壊滅的な打撃を受け、さらには福島

第１原発の事故なども重なり、東北地方から、全国へ避難、転居する被災者の

方も出ております。 

愛知県では、こうした方々を受入れ、安心して生活していただくために、ま

ず住居の確保が重要であることから、県営住宅などを家賃、敷金を無料で提供

することとしたところです。また、今後は、県内に避難、転居された方々への

就労の場の提供も必要となることから、緊急的な就労支援についても検討を進

めております。 

つきましては、このたび、県内企業の皆様に、被災者の雇用や社宅等の提供

の可能性についてアンケートを実施させていただき、被災者の支援につなげて

まいりたいと考えております。 

今回の未曾有の大災害にあわれた方々のご苦労を御賢察のうえ、お忙しいと

ころ恐縮ですが、裏面のアンケートにお答えのうえ、ファックス

（052-954-6927）にて回答くださいますようお願いします。 

なお、このアンケート調査につきましては、県内複数の経済団体様にもご協

力いただき実施しておりますことから、既に回答されている場合は再度ご回答

していただかなくて結構です。 

 

お問い合わせ：愛知県産業労働部労政担当局就業促進課緊急雇用対策推進グループ 

〒460-8501 名古屋市中区三の丸三丁目１番２号  

電話 052-954-6374 FAX052-954-6927  

URL http://www.pref.aichi.jp/ 

事業主の皆様へ（愛知県からのお願い） 

～ １ 人 で も 多 く の 被 災 者 の 雇 用 を 御 検 討 く だ さ い ～ 



 
 

被災者雇用・社宅等提供意向アンケート調査票 
 

貴 社 名  

所 在 地  

ご担当者部所名  ご担当者名  

電話番号  FAX 番号  

 

１ 被災者の雇用について      ※該当番号に○印を付してください。 

 
 問１－１ 被災者の雇用（中途採用）を 
 
   ① 考えている →問１―２以降へ      ② 考えていない 
 
問１－２ 雇用可能な人数は 
  
  （    ）人程度 ※ 人 数 を 記 入 し て く だ さ い 。 

  
 問１－３ 予定されている就業形態は   ※複数回答可 
 
   ① 正社員    ② パート   ③ 契約（期間）社員   ④ 派遣 
 
問１－４ 予定されている職種は   ※複数回答可 

 
① 事務職  ② 営業職  ③ 技術職  ④ 技能職  ⑤ 販売職   
 
⑥ サービス職  ⑦ その他（          ） 

 

問１－５ 雇用した場合の、社宅・寮（借上げを含む）の提供は  
 

① できる   ② できない   
 

  

 

２ 社宅等の提供について      ※該当番号に○印を付してください。 

 
 問２－１ 現在、社員用の社宅・寮を 
 
   ① 保有している →問２―２へ      ② 保有していない 
 
 
問２－２ 雇用しなくても社宅・寮のみを無償で被災者に 

 
① 提供可能（家族向け：   単身用：    ）室  ② 提供できない 

    ※提供可能とされた場合については、後日、条件等をお聞きします。 

 
※ 雇用の考えがあり、又は社宅・寮のみを被災者に提供可能と御回答いただいた場合、後日、

愛知県などから、企業様に直接御連絡（訪問等）させていただくことがありますので、ご

承知おきください。 

愛知県産業労働部労政担当局就業促進課 
緊急雇用対策推進グループ 行（FAX 052-954-6927）


